
 

厚生労働省は７月、公的年金の中長期的な見通しを示した財政検証の結果を公表しました。前回の検証に

比べて給付水準の目減りは改善されましたが、楽観視はできない状況です。 

電機連合 政策部門 

電機連合＠見える化通信 Vol.１５２（２０２４.８） 「見える化通信」では、難しそうで見えづらい政策課題の中身を月に一回紹介します。
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財
政
検
証
と
は
公
的
年
金
の
「
定
期
健
康
診

断
」
と
も
い
え
る
も
の
で
、
今
後
１
０
０
年
に
わ

た
っ
て
年
金
制
度
が
持
続
可
能
か
ど
う
か
を
５

年
に
１
度
、
点
検
す
る
も
の
で
す
。 

現
在
の
公
的
年
金
制
度
は
、
現
役
世
代
が
納
め

た
保
険
料
を
高
齢
者
の
年
金
受
給
に
充
て
る

「
賦
課
方
式
」
を
と
っ
て
い
ま
す
が
、
少
子
高
齢

化
が
進
む
中
で
現
役
世
代
の
負
担
が
重
く
な
り

す
ぎ
な
い
よ
う
２
０
０
４
年
の
制
度
改
革
で
保

険
料
の
水
準
に
上
限
を
設
け
ま
し
た
。
そ
し
て
、

税
金
や
積
立
金
も
含
め
た
財
源
の
範
囲
内
で
年

金
額
を
決
め
る
こ
と
に
し
ま
し
た
。
ま
た
、「
マ

ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
」
と
い
う
仕
組
み
を
導
入

し
、
現
役
世
代
の
減
少
や
平
均
余
命
の
伸
び
に

合
わ
せ
て
給
付
額
を
自
動
調
整
し
て
、
将
来
世

代
の
年
金
額
が
大
き
く
減
ら
な
い
よ
う
に
、
年

金
の
給
付
水
準
の
伸
び
を
賃
金
や
物
価
の
伸
び

よ
り
も
低
く
抑
え
て
い
ま
す
。
こ
の
調
整
は
概

ね
１
０
０
年
後
に
十
分
な
積
立
金
が
保
有
で
き

る
ま
で
続
く
見
通
し
で
す
。
た
だ
し
、
給
付
水
準

の
指
標
と
な
る
「
所
得
代
替
率
」＊

は
、
現
役
世
代

の
平
均
手
取
収
入
の
50
％
を
下
回
ら
な
い
よ

う
法
律
で
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。 

＊
平
均
収
入
で
40
年
間
働
い
た
会
社
員
の
夫
と
専
業
主
婦
か
ら
な

る
モ
デ
ル
世
帯
の
65
歳
時
点
の
年
金
額
が
、
男
性
現
役
世
代
の
平

均
手
取
収
入
額
と
比
較
し
ど
の
く
ら
い
の
割
合
か
を
示
す
も
の 

   

２
０
２
４
年
度
の
所
得
代
替
率
は
61
・
２
％

（
モ
デ
ル
年
金
22
・
６
万
円
÷
平
均
賃
金
37

万
円
）
で
す
が
、
将
来
ど
の
よ
う
に
変
化
す
る
の

で
し
ょ
う
か
。
今
回
の
財
政
検
証
で
は
、
経
済
成

長
率
が
１
・
６
％
か
ら
マ
イ
ナ
ス
０
・
７
％
ま
で

の
４
つ
の
シ
ナ
リ
オ
で
試
算
が
行
わ
れ
ま
し
た

（
図
表
１
）
。
経
済
成
長
率
が
２
番
目
に
高
い

「
②
成
長
型
経
済
移
行
・
継
続
ケ
ー
ス
」
で
は
２

０
３
７
年
度
ま
で
基
礎
年
金
の
給
付
抑
制
が
続

き
、
所
得
代
替
率
は
57
・
６
％
に
留
ま
り
ま
す
。

ま
た
、「
③
過
去
30
年
投
影
ケ
ー
ス
」
で
は
２
０

５
７
年
度
ま
で
続
き
、
所
得
代
替
率
は
50
・

４
％
と
な
っ
て
、
現
在
よ
り
約
２
割
低
下
す
る

見
通
し
で
す
。
さ
ら
に
、「
④
１
人
当
た
り
ゼ
ロ

成
長
ケ
ー
ス
」
で
は
、
２
０
５
９
年
度
に
国
民
年

金
の
積
立
金
が
枯
渇
し
、
33
％
か
ら
37
％
程
度

に
大
き
く
下
が
る
と
い
う
試
算
結
果
で
し
た
。 

前
回
２
０
１
９
年
の
財
政
検
証
と
は
経
済
成

長
率
な
ど
の
前
提
が
異
な
る
た
め
単
純
に
比
較

は
で
き
ま
せ
ん
が
、
前
回
の
所
得
代
替
率
が

高

で
も
51
・
９
％
だ
っ
た
こ
と
を
ふ
ま
え
る
と
、
全

体
で
み
れ
ば
所
得
代
替
率
は
改
善
し
、
目
減
り
の

幅
が
縮
小
し
て
い
ま
す
。
改
善
し
た
要
因
と
し

て
、
厚
生
労
働
省
は
、
女
性
や
高
齢
者
の
労
働
参

加
が
進
み
、
厚
生
年
金
の
加
入
者
が
２
６
０
万

人
増
え
た
こ
と
や
、
株
価
上
昇
に
よ
る
積
立
金

の
増
加
を
あ
げ
て
い
ま
す
。 

           

              

改
善
さ
れ
た
と
は
い
え
、
依
然
と
し
て
楽
観

で
き
る
状
況
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
と
り
わ
け
、
基

礎
年
金
の
給
付
水
準
は
、「
③
過
去
30
年
投
影
ケ

ー
ス
」
で
、
２
０
２
４
年
度
の
36
・
２
％
か
ら

マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
の
調
整
が
終
了
す
る
２

０
５
７
年
度
に
は
25
・
５
％
ま
で
低
下
す
る
見

通
し
で
す
（
図
表
２
）
。
そ
の
た
め
、
基
礎
年
金

の
給
付
水
準
の
底
上
げ
が
急
務
と
な
っ
て
お
り
、

ま
ず
は
被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大
な
ど
で
支
え

手
を
増
や
す
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。 

  

厚
生
労
働
省
は
今
回
の
財
政
検
証
結
果
を
ふ

ま
え
、
２
０
２
５
年
の
公
的
年
金
制
度
改
革
に

む
け
た
議
論
を
年
末
ま
で
に
ま
と
め
、
来
年
の

通
常
国
会
で
必
要
な
法
改
正
を
行
う
予
定
で
す
。

持
続
可
能
な
年
金
制
度
を
維
持
し
て
い
く
た
め

に
は
、
社
会
経
済
状
況
の
変
化
に
応
じ
た
制
度

の
見
直
し
が
不
可
欠
で
す
。
電
機
連
合
は
引
き

続
き
そ
の
議
論
動
向
を
注
視
し
て
い
き
ま
す
。 

■図表１ 2024年財政検証結果 

（４つのケースで試算） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：厚生労働省 社会保障審議会年金 

部会の資料を基に電機連合作成 

■図表２ 基礎年金の給付水準が低下 

～所得代替率及びモデル年金の

将来見通し～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：厚生労働省 社会保障審議会年金部会の資料を

基に電機連合作成 

③過去30年投影ケースの場合 

公的年金の財政検証 
女性･高齢者の就労増で改善も､ 

基礎年金の底上げ急務

モデル世帯の 

年金額 

 

万円(月額) 

万円(月額) 

中長期の実質
経済成長率

56.９%
（2039年度）１.６%①高成長実現

ケース

57.６%
（2037年度）１.１%

②成長型
経済移行・
継続ケース

50.４%
（2057年度）▲０.１%③過去30年

投影ケース

2059年度枯渇
その後
33～37%

▲０.７%
④1人当たり
ゼロ成長
ケース

所得代替率


